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経済学研究 38-3
北海道大学 1988.12 

資本の有機的構成概念の再検討

一一技術的構成と価値構成一一

清野康

はじめに

『資本論』の主要な理論である，資本主義的

蓄積の一般的法則(以下「一般的法則」と略称

する)や利潤率の傾向的低下法則，それに生産

価格論は，いずれも資本の有機的構成に依拠し

て展開されているように，資本の有機的構成は

マノレクス経済学の理論体系にとって， きわめて

重要な分析用具である。しかしながら，それほ

ど重要な分析用具であるにもかかわらず，わが

国のマルクス経済学者の間で，有機的構成概念

そのものが吟味されることは， これまでほとん

どなかったといってよし、。たとえば， I一般的

法則」をめぐる論争においても，議論は，もっ

ぱら有機的構成が不変の場合の蓄積と高度化す

る場合の蓄積のいずれに力点を置くかに終始し

て，マルクスによって与えられた有機的構成の

概念規定自体が組上にのぼることは，ほとんど

なかったので、ある。むしろ，この概念に立ち入

った検討を加えてきたのは， J ・ロビンソンを

中心とするポスト・ケインジアンの近代経済学

者たちであり，わが国では，熊谷尚夫氏，平瀬

巳之吉氏，玉野井芳郎氏などの，近代経済学と

マルクス経済学の両分野に関心を抱いてきた経

済学者たちで、あった。これらの経済学者たちに

よる有機的構成概念批判は，技術的構成におけ

る指数問題，ストザグ分析とフロー分析の相違，

固定的生産係数の妥当性など多岐にわたるが，

本稿では，これらの批判を手掛りにして，技術

的構成と価値構成の関係を中心に，資本の有機

的構成概念そのものを再検討することにした

い。というのは， Iマルクス経済学の解体と再

生JI)が叫ばれている今日，マルクス経済学の

理論的枠組みのみならず，それを構成する個々

の基本的な分析用具や用語にまでさかのぼって

再検討するI必要があるからである。最初に，資

本の有機的構成概念の成立過程を概観しておく

ことVこしTこL、2)。

I 資本の有機的構成概念の成立

① 1847年草稿『労賃』

資本の有機的構成概念が最もプリミティブな

形で出現したのは， 1847年の草稿『労賃』にお

いてである。そこでマルグスは，労賃をできる

かぎり低くおさえることによって生産資本を増

大させるならば，結局は雇用手段も増大すると

いう，労働者「救済案」を批判するにあたって，

生産資本を次の三つの部分に分けている。

「生産資本は，次の三つの構成部分からなりた

っ。一一(1)加工される原料。 (2)機械と，石炭などの

ように機械の運転に必要な材料と，建物その他。 (3)

資本のうち労働者の生計にあてられる部分J(C 1)8. 

549) 

みられるように， ここではまだ不変資本およ

び可変資本という用語は使用されていないが，

同じ年の講演である『賃労働と資本』において

1)高須賀 C16J参照。
2)以下，第I章は拙稿 C40J参照。
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剰余価値発生のメカニズムが解明されているこ

とを考慮に入れるならば，マルクスが最初の二

つの部分と第三の部分とを原則的に区別してい

たことは明かであり，事実上ここですでに不変

資本と可変資本との区別に到達していたといえ

よう。

続いてマノレグスは， [""生産資本が増大する場

合，生産資本のこれら三つの構成部分は相互に

どのようになるかJ(ebenda)を問題にして，

「生産力の増大が進むにつれて，生産資本のう

ち機械と原料に転化される部分，すなわち資本

そのものが，賃金に当てられる部分に比べて不

均衡に増大するということは，資本と労働の関 F

係の本性から必然的に生じる一般的法則であ

るJ((1 J s. 551)と論定している。すなわち，
ここでは，原則的に区別された不変資本と可変

資本の割合に着目して，生産力の上昇に伴って，

可変資本部分が不変資本部分に比べて相対的に

減少することを資本の本性から必然的に生じる

「一般的法則j とみなしているのである。した

がって，われわれは，ここに資本の有機的構成

概念の端緒的確立をみることができるであろ

う。

② 1857-58年草稿『経済学批判要綱』

続く『経済学批判要綱~ (以下『要綱』と略称

する)では，資本の有機的構成を分析用具とし

て用いる諸理論が， ~要綱』の対象範囲である

「資本一般」から原則的に排除されていること

も影響して，資本の有機的構成概念は積極的に

は考察されていなL、。すなわち，草稿『労賃』

において事実上区別されていた資本の二つの構

成部分に対して， ~要綱』では，それぞれ「資本

の可変部分」 と「資本の不変部分J(( 3 J s. 
293) という名称が初めて与えられ，したがって

また有機的構成概念も「資本の不変部分の可変

部分に対する比率J(ebenda)として， より明

確に表現されてはいる。だが，それは価値構成

の視点にとどまっており，技術的構成との明確

な対比において把握されているわけで、はなし、。

しかも， ~要綱』では，資本の有機的構成という

用語さえ未だ使用されていないのである。

③ 1861-63年草稿『経済学批判』

一方， 1861年8月から63年7月までの約2年

聞に全部で23冊のノートに書き綴られた草稿

『経済学批判~ (以下 ~1861-63年草稿』と略称

する)では， ~要綱』において「資本一般」の圏

外に排除されていた諸問題の考察にも多くの紙

幅が費やされ，それにともなって資本の有機

的構成概念も新たな展開をみることになる。

n861-63年草稿』の中で，有機的構成概念に

関する叙述が頻繁に現れるのは[""剰余価値に

関する諸学説」の箇所であるが，それは，そこ

で展開されている平均利潤率，生産価格，地代

等の諸理論がこの概念に依拠しているにもかか

わらず，この概念自体が未だ生成の途上にある

ことに由来している。したがって， この草稿で

みられる有機的構成に関する数多くの叙述に，

必ずしも理論的整合性があるわけではない。

「剰余価値に関する諸学説」の中でも，この概

念に関する叙述が比較的まとまった形で現れ

るのは，ノート XII と XVIIIにおいてであ

るが，前者の検討は次章にまわして， ここでは

主に後者を取り上げることにしたい。ノート

XVIIIでマルクスは次のように述べている。

「生産資本のいろいろな要素のあいだの割合は二

重に規定されている。第1に，生産資本の有機的構

成。われわれはこれを技術学的構成の意味に解す

る。与えられた労働の生産力……のもとで・は，それ

ぞれの生産部面において， 一定量の生きている労働

(支払いおよび不払い〉つまり可変資本の素材的諸

要素に対応する原料や労働手段の量， つまり素材的

諸要素からみた不変資本の量は，一定している」

(C 5) s. 1822)。

「しかし，第2に，諸資本の有機的構成もそれら

の有機的構成の相違から生ずる相違も与えられたも

のとして前提すれば，価値比率は，技術学的構成が

同じままで、あっても，変動することがありうる」

(ebenda)。

ここでいう「技術学的構成」とは， [""可変資本
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の素材的諸要素」に対する「素材的諸要素から

みた不変資本の量」であり，のちの技術的構成

にあたるものである。一方， r価値比率」は「蓄
積された労働と直接的労働との価値比率J((4J 

s. 915) のことであり， のちの資本の価値構成

に他ならない。したがって， ノート XVIIIで
は，不変資本と可変資本の割合を，技術的構成

と価値構成の二つの視点に基づいて，二重に規

定していることは明らかであろう。だが， r生
産資本の有機的構成。われわれはこれを技術

学的構成の意味に解する」という表現からもう

かがえるように， ここではまだ有機的構成と技

術的構成をほとんど同一視しているようであ

る。以上の二点についていえば，ノート XIIと
XVIIIの有機的構成概念はほぼ同じ内容を示
しているといってよL、。しかしながら，ノート

XIIでマルクスは，生産方法の変化によって不
変資本の量が増加しても，その価値が下がるな

らば，すなわち「一方の変化が他方の変化を相

殺する」場合には r有機的構成には全く変動
は起こらないであろうJ(( 4 J s. 1008-1009) 
と述べているように，ノート XIIには， r価値
構成」そのものを資本の有機的構成とみなして

いる箇所もある。このように， 111861-63年草

稿』には，内容の異なるいくつかの有機的構成

概念が存在しているのであるが 11要綱』 と比

較するならば，この時期に資本の有機的構成と

いう用語が初めて出現し，さらに不変資本と可

変資本の割合を技術的構成と価値構成の二つの

視点に基づいて二重に規定している点に理論的

な前進をみることができるであろう D だが，

『資本論』現行版と比べてみるならば，第1に，

技術的構成と価値構成がそれぞれ「技術学的構

成J，r価値比率」と呼ばれているように，現行
版の名称とは若干異なっていること，第2に有

機的構成が，ある場合には「技術学的構成」の，

また他の場合には「価値比率Jの意味で用いら

れていること，そして第3に，不変資本と可変

資本の割合が二重に規定されているとはいえ，

両者の具体的な関連は未だ陵昧であること，以

上の三点において問題を残しているといわざる

をえない。これらの諸問題が解決されるには，

続く『資本論』各版を倹たなければならなかっ

たのである。

④『資本論』初版 (1867年)，第2版(1872ー

73年〕

ところで， 11資本論』各版に記されている資

本の有機的構成概念を比較してみると，初版と

第2版は，概念規定の内容も，それが叙述され

ている位置もほぼ一致しているが，仏語版では，

内容ばかりでなく叙述されている位置も大幅に

変更されている。そこで本節では，蓄積論の篇

別構成が現行版のそれと同じ第2版をまず取り

上げることにしたい。

『資本論』現行版第I部第7篇第23章「資本

主義的蓄積の一般的法則」の第1節は，資本の

有機的構成の概念規定に始まるが，第2版(お

よび初版)の当該箇所には，有機的構成に関す

る叙述は一切見当たらず，代わって第2節の官

頭で，現行版の内容とは若干異なる次のような

規定が与えられている。

「蓄積の進行中に，生産手段の量とそれを動かし

ている労働力の量との聞の比率に，大きな変革が起

こるということをアダム・スミスは見逃している。

この変革は，不変成分と可変成分からなる資本価値

の構成の変化のうちに. または生産手段と労働力に

転化された資本の価値部分の比率の変化のうちに反

映する。私はこの構成を資本の有機的構成と呼ぶ」

(C 7 J s. 647， C 6 J s. 608)。

ここではまだ，技術的構成と価値構成の定義

は与えられていないが， r生産手段の量とそれ
を動かしている労働力の量との聞の比率」は前

者に， そして r生産手段と労働力に転化され
た資本の価値部分の比率」は後者にあたる。こ

のような不変資本と可変資本の割合の二重の規

定は，すでに 111861ー63年草稿』で与えられて

いたが，そこでは両者の具体的関連はなお暖昧

であった。『資本論』第2版(および初版)で

は， r生産手段の量がそれに生命を与える労働
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力の量に比べて増大するということは，資本価

値の可変部分を犠牲としての不変部分の増大に

反映するJ(( 7J s. 647-648， (6 J s. 609-610) 
と述べているように，技術的構成と価値構成の

関連が，前者の「変革」の後者への「反映」と

して明確に示されているのである。したがっ

て， w資本論』第2版(および初版)では，事実

上，資本の有機的構成を，技術的構成の変化を

反映した価値構成と規定しているといってよ

い。とすれば，資本の有機的構成概念は，実質

的には『資本論』第2版(したがって初版)で

確立したということができるであろう。だが，

仏語版と比較するならば，第2版(および初版)

の概念規定には，まだいくつかの改善の余地が

のこされているのである。

⑤『資本論』仏語版 (1872-75年)

『資本論』仏語版では，第7篇第25章「資本

主義的蓄積の一般的法則」の第1節官頭で，資

本の有機的構成の概念規定が次のように与えら

れている。

「資本の構成は，二重の観点で現れる。価値の点

からみれば，それは，資本が不変部分(生産手段の

価値〕と可変部分(労働力の価値， 賃金額〉とに分

解される比率によって規定される。生産過程で機能

する素材の点からみれば， どの資本も生産手段と活

動する労働力とから成り立っており，資本の構成

は，使用される生産手段の総量と生産手段を使うた

めに必要な労働量との比率によって規定される。第

1の資本構成が価値構成であり， 第2の資本構成が

技術的構成である。最後に，両者の密接な関係を表

現するために，資本の価値構成が資本の技術的構成

に依存する限り， したがって，資本の技術的構成に

生じる諸変化が資本の価値構成のうちに反映する限

り，われわれは資本の価値構成を資本の有機的構成

と呼ぶ。われわれが一般に資本の構成とL、う場合.

それはつねに資本の有機的構成のことである。

同じ生産部門に投下され，相互に独立している多

数の資本家の手の中で機能する多数の資本は，多少

の差はあれ構成が違うが， それらの個々の構成の平

均が， この生産部門に充てられる総資本の構成にな

る。生産部門が違えば資本の平均構成も大いに違う

が， これらの平均構成全体の平均が，ー圏内で使用

される社会的資本の構成になる。この社会的資本の

構成が，以下の研究で究極的に問題になるのであ

るJ((8 J p. 269)。

以上が仏語版の有機的構成概念およびその付

属諸規定である。みられるように，仏語版では，

資本の技術的構成と価値構成という用語が明確

な成語となって現れているばかりでなく，両者

の定義が，資本の有機的構成の概念規定に先立

って与えられている。さらに，有機的構成概念

も， I資本の価値構成が資本の技術的構成に依

存する限り， したがって，資本の技術的構成に

生じる諸変化が資本の価値構成のうちに反映す

る限り，われわれは資本の価値構成を資本の有

機的構成と呼ぶ」というように，理論的な彫琢

を受けて， より適切な表現を獲得しているので

ある。それだけではない。仏語版で見逃されて

ならないのは付属諸規定である。すなわち， I以

下の研究で究極的に問題となる」のは， I一国内

で使用される社会的資本の構成」であると述べ

ているように， I一般的法則」の分析用具として

用いられる資本の有機的構成は， さまざまな生

産部門における個々の資本をマクロ的に集計し

た社会的総資本の有機的構成であることが明記

されているのである。このように，第2版(お

よび初版)と比べてみるならば，仏語版の有機

的構成概念にはマルクスの苦心の跡がうかがえ

るが，それらは，付属諸規定とともに，ほとん

どそのままの形で現行版にも受け継がれてい

る。したがって，現行版でみられるような資本

の有機的構成概念は，最終的には仏語版におい

て確立したということができるであろうわ。

3)資本の有機的構成の概念規定は[J資本論』第国
部第2篇第8章にも存在する。だが rここて地
べたことは，すでに第1部の第3版， 628ベージ，
第23章のはじめに簡単に述べてある。初版と第2
版にはその箇所がないので， ここではそれを繰り
返すことが一層必要だったわけであるJ((l1J s. 
155)， というエンゲルスの脚注は，当該箇所がエ
ンゲルスによって挿入されたことを示唆している
ように思われる。この点は，いずれ新MEGAの
研究によって明かになるであろう。
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II 按術的構成の価値構成への反映

?ルクスは，こうして新たに獲得した分析用

具セ駆寵して r一毅的法長UJと利j関率の額i匂
的低下法則を構築し，資本主義会怒霊史的なも

のと考える古典派経済学令抵務すベく，

畿の特殊燦史性会論蓋しようとしたのであっ

た。これらの法則は，いずれも有機的構成の

度北を基軸に展開されているが，それは f資本

論』現行版第 i部第23章第2館で，次のように

き出されている。

資本の蓄積は，議常，労働生産力の上昇な伴

い，労働生産力の上昇は，一綾に，労働力に比

べての生産手段の室主的増大として現れることに

より，技術的機或の高度化をもたらす。そして，

この技術的構成の高箆イヒ比繍髄構成に反殺し

て，不変資本部分に比べての可変資本部分の減

少となって環れる。こうして，資本の有機的撰

成は高度化ずる， というのである。この逸盤会

簡単に堕式化すれば，次のようになるであろ

う。

生産力の上昇一→技術的構成の築震北一→価

値構成への長挟一→有機的構成の高度化。

このように，有機的構成の高度北は技術的

構成の高度化によって根本的に規定され，さら

にこの技術的構成の;訳語が価値構成に長狭ず

る場合にのみ初めて導き出されるのであるのし

たがって，次の場合には技術的構成の状態は

繍鏑構成に反映しないであろう。…つは，技術

的構成が不変で、あるにもかかわらず，生産藷婆

素の舗値変動によって，価値構成だけが変化ず

る場合であり，龍の一つは，技街的構成が高度

fとしたにもかかわらず，生産力の上昇によって，

生産手段の{軒疫が下寵し，その結;民{函館構成

には掲の変化も生じない場合である 4)。たとえ

ば，問一量の生産物せと生産するのに これまで

4)さらに， ~iii:カが生霊長手段主主渡部門と生活手設生
産部門において持じ割合で上昇する場合もゑまえら
れる。マノレタス CllJs. 236参照。

!日機械1台では2人の労轍者が必要であったの

に対して，新喜義務では1人で十分Tあるとすれ

!日喜美棋会廃棄して新議機を1台導入するこ

とによって l人の労機者が失業することにな

る。だが，この場合，新撰識の{函i藍が，生産力

よって半分またはそれ以下に議少して

いるならば，投礎的構成の高度先によって失業

が発生しているにもかかわらず，有機的構成は

不変のままであるか，あるいはむしろ減少さえ

するであろう九 このように，儲館構成が技術

的構成の変化を示す指標となりえないとすれ

ば，結局は技箭的構成に依拠宅金ざるをえなし、。

したがって，社会的総資本を異時点間において，

いわばタテむ比較して労働力

る場合には，資本の技術的構成が規定的要照と

なり，その変化こそが重要であるということが

できるであろう 6)。

では，技術的講成の状態が価仮構成に反挟し

ない場合が存在するというこの鰐題は，資本の

有機的構成概念の成立過程でどのように取り議

われ，また有機的構成概念防体にどのよう

響を及ぼしてきたのであろうか。再び『資本論3

の草稿に戻って，この点を考察することにしよ

5)パシネッティも次のようにいう。「新しい機械は

機械化皮のよ界〈そしてそのために不変の渓出の
もとで失業の増大)をもたらすことはありうるが，
それと問符にそれにともなって資本の布機的構成
が不変であることも〈あるいは低下することさえ〕
十分にあちうるJ(パシネッディロ3)p. 188)。
6)この点は次の論者によっても袋織されている。

マルクスの言者J概念のうちで，
労働力需要の毅定要閣として直接問題にされるの
は， r技術的構成J…ーの機念であるJ(玉聖子弁悠
(18) 226頁)0r......失業は有機的機成の高度化
といっても実際は技術的構成の方に依存する概念
…..J (海野 (20)92JO。下社会的総資本が時期
的に変化するばあいの前後」の「縦のよ七絞では技
術的構成の変化こそが援要なのだJ(日言語 (21)
35-36資〉。とはいえ，他方でマルクスは機械の資
本友達議約充用について言言及しているようにヴ資
本論』現行版第]部第4矯第13主主および第遼部第
3篤繁15'撃)， 技術的構成の潟度化が価値関係か
ら全く独立しているわけではなし、。この点につい
ては，生厚長婆素の代替の問題なも含めて，さらに
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う。

すでに前章で指摘したように，マノレクスは

H861-63年草稿』において初めて，不変資本

と可変資本の割合を技術的構成と価値構成の二

つの視点に基づいて二重に規定したのである

が， この草稿ですでに，価値構成が技術的構成

の状態を反映しない場合が存在する点に注目し

ていた。すなわち， 先にみたノート XII と
XVIIIでは，技術的構成が不変のままで，不変

資本価値または可変資本価値のどちらか一方が

変化する場合と両方が同時に変わる場合が立ち

入って検討されており，後者はさらに，不変資

本価値と可変資本価値が異なる割合で変化する

場合と，同じ割合で変化する場合に分けて考察

されている。それだけではない。ノート XIIで
は，生産力の上昇によって，労働力に比べて生

産手段の量が増加しでも，その価値が低下する

ならば， I一方の変化が他方の変化を相殺する」

C( 4 J s. 1008-1009)ことによって，価値構成
には全く変化が起きない場合があることも指摘

されているのである。このように H861-63 

年草稿」では，技術的構成が価値構成に反映し

ないさまざまなケースについて検討が加えられ

ているのであるが，特徴的なのは，ノート XII
においても XVIIIにおいても， こうしたケー

スの考察が資本の有機的構成の概念規定のすぐ

後に続いて行われ， さらにノート XIIにみる
ように，それが有機的構成概念に少なからぬ影

響を与えている点である。すなわち，ノート

XIIでマルクスは， I資本の構成」が80C+20V
である 100の資本を例にとって次のように説明

している 7)。

生産方法は同じままで，ただ不変資本の価値

だけが変わり， 80から88に増加したとすれば，

生産をもとの規模で継続するためには， 88の不

変資本と20の可変資本からなる合計108の資本

が必要である。これを前提と同じ100の資本に
13 

ついて計算するならば， I資本の構成」は81:':.:::
1427  

C + 18:'::Vとなり，以前は80が機械や原料に，
27 

7)以下，拙稿 (40J参照。

20が労賃に向けられていたのに対して，今度は
13 ，.~......，_ .~14 
81ーが前者に， 18ーが後者に割り当てられるこ27'" ，，'， -"" . -， ~~27 

とになる。 したがって， Iそれは， ちょうど，

不変資本の価値は同じままなのに，労働に投ぜ

られる資本に比べて， この価値の変化のなかっ

た資本のより大きな量が(したがってまた資本

のより大きな価値額が)充用されるような場合

と同じ変化を資本の構成にひきおこすJC( 4J 
s. 918)， というのである。要するに， ここで

は，生産要素の価値変動によって生じる「価値

比率」の変動も，その結果をみる限り，生産方

法=技術的構成の変化だけによって生じる「価

値比率jの変化と同じであることを根拠に，生

産諸要素の価値の変動は技術的構成の変化と

「同じように作用するJC( 4 J s. 922)， とい
うのである。以上から， H861-63年草稿』で

は， I資本の有機的構成に対する価値の変動の

影響JC( 4) s. 940)に考察のウエイトが置か
れ，後者は前者に影響を及ぼす場合があると論

定していることは明かであろう。続く， ij'資本

論』初版および第2版では，資本の有機的構成

概念は，技術的構成の変化を「反映する」価値

構成として実質的に規定され，最後に仏語版で

は， さらに理論的な彫琢を受けて， より適切な

表現を与えられている点については，すでに前

章で指摘した通りである。技術的構成の価値構

成への「反映」を考察する上で，この仏語版の

有機的構成概念の持つ意味はきわめて重要であ

る。 というのは， 仏語版では， I資本の価値構

成が資本の技術的構成に依存する限り」という

条件および「資本の技術的構成に生じる諸変化

が資本の価値構成のうちに反映する限り」とい

う条件を設定することによって，価値構成が技

術的構成の状態を示さない場合，すなわち，価

値構成が技術的構成に「依存」せず，また技術

的構成の変化を「反映」もしない場合を，あら

かじめ考察の対象から排除することが可能とな

ったからである。ここに仏語版の有機的構成概

念の独自な意義があるといえよう。こうした点

は， ij'資本論』第E部第2篇にみられる有機的
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構成の概念規定に関する一連の叙述から明確に

読みとることができる。

「技術的構成と価値構成との区別は， どの産業部

門でも次のことに現れる。すなわち，技術的構成は

変わらなくても両資本部分の価値比率は変わること

がありうるし， また技術的構成が変わっても価値比

率は同じままであることがありうるということに現

れる。もちろん，あとのほうのことは，ただ，充用

される生産手段の量と労働力の量との割合の変動が

それらの価値の反対の変動によって相殺される場合

だけのことである。

資本の価値構成が資本の技術的構成によって規定

され，またこれを反映する限りにおいて，われわれは

この価値構成を資本の有機的構成と名づけるJ([11) 

s. 155)。

このように， w資本論』第皿部では，有機的構

成の概念規定に先立つて，技術的構成の状態が

価値構成に反映しない二つのケース，すなわち，

「技術的構成は変わらなくても両資本部分の価

値比率は変わる」場合と， I技術的構成が変わ

っても価値比率は同じままである」場合とをあ

げ， そのすぐ後に I技術的構成によって規定

され，またこれを反映する限りにおいて……」

という有機的構成の概念規定が続いている。し

たがって，第E部の概念規定では， I技術的構成

によって規定され，またこれを反映する限りに

おいて」という条件が，技術的構成の状態が価値

構成に反映しない二つのケースに対応し，これ

らを考察対象から排除するために設けられてい

ることが一層明僚に現れているといってよL、。

では I技術的構成によって規定され， その

諸変化を反映する限りにおいての資本の価値構

成JC( 9 J s. 640)という概念規定によって，

技術的構成の価値構成への「反映」にまつわる

諸問題は全て取り除かれることになるのであろ

うか。この規定によって，技術的構成が不変で

あるにもかかわらず，生産諸要素の単なる価値

変動によって価値構成が変化する場合は，確か

に考察対象から排除される。したがってまた，

W1861-63年草稿』でみられた， I価値変動の有

機的構成に及ぼす影響」の考察は， w資本論』第

I部の当該箇所では一切行われていない。だ

が，価値構成における反対の変動によって相殺

される場合は，それほど簡単ではない。という

のは， I技術的構成によって規定され， その諸

変化を反映する限り」といっても，技術的構成

と価値構成がほぼ同じ割合でパラレノレに変化す

る場合から，逆向きに「反映」する場合に至る

まで，無数のレベルの「反映」が考えられるか

らである。もちろん，技術的構成の高度化が，

価値構成における反対の変動によって，完全に

相殺される場合は，技術的構成の変化が価値構

成に反映しない場合に当たるので，概念規定に

よって排除されることは明らかである。だが，

技術的構成の変化が価値構成にわずかでも「反

映」する限り，たとえそれが，マルクスが考察

対象から排除したケースに無限に接近してゆく

としても有機的構成の概念規定には何ら抵触し

ないことになる。とすれば I技術的構成によ

って規定され，その諸変化を反映する限り」と

いう条件を設定しでも，有機的構成はなお暖昧

な概念であるといわざるをえないで、あろう。

では，マルクスは，一般に技術的構成の変化

が価値構成にどの程度「反映」すると考えてい

たので、あろうか。この点についてマルクスは次

のように述べている。

「たとえば，紡績業に投ぜられている資本価値は，

今日では%が不変部分で%が可変部分であるが，

18世紀の初めには%が不変部分で%が可変部分だっ

た。ところが，一定量の紡績労働が今日生産的に消

費する原料や労働手段などの量は 18世紀の初めに

比べれば何百倍にもなっている。理由は簡単で，労

働の生産性の上昇につれて労働の消費する生産手段

の規模が増大するだけではなく，その規模に比べて

その価値が低下するということであるJ([9) s. 

651)。

要するに， 18世紀初頭と『資本論』執筆当時

の紡績業を比較して，技術的構成は「何百倍」

にも高まっているにもかかわらず，生産力の上

昇によって生産手段の価値が低下したために，
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有機的構成は7倍に上昇したにすぎないという

のである。マルクスは， こうした事実認識に基

づいて，価値構成は技術的構成の変化を「近似

的に示すだけであるJ(ebenda)あるいは「示

すにはほど遠L、J((8J p. 274)ことを認めな

がらも，結局は近似的にせよ「反映」すること

を強調している。

このような叙述は w資本論』第E部にも存

在する。すなわち，第2篇「不変資本充用上の

節約」では，廃棄物の再利用による原料の低廉

化や，生産力の上昇による原料および機械の価

値の低下が指摘されており，また，第3篇「反

対に作用する諸要因」でも同様に，可変資本に

比べて不変資本の量を増大させるのと同じ発展

が，労働の生産力の変化によって，不変資本の

価値を減少さぜるという認識を媒介に，価値構

成は技術的構成の変化を「表わすにはほど遠い」

((l1J s. 222)ことが明らかにされている。に

もかかわらず， ここでもマルクスは技術的構成

の変化が価値構成に「反映」すると論定してL、

るのである。したがって， I技術的構成によっ

て規定され，その諸変化を反映する限りにおい

ての資本の価値構成」といっても，マルクスは，

価値構成が技術的構成の変化を「表わすにはほ

ど遠L、」場合を一般的に念頭においていたとい

えよう。だが，相殺要因を数多くあげているに

もかかわらず，近似的にせよ反映すると論定す

るにあたって，必ずしもその明確な理論的根拠

が示されているわけではなL、。というのは，他

方でマルクスは，上記の相殺要因以外にも， I労

働の生産力が不変資本と可変資本との全ての要

素を一様に安くする場合J((11J s. 236)や「不

変資本の素材的諸要素の量は変わらなし、かまた

は大きくなるのに，不変資本の相対的費用が減

少する場合J((11J s. 249) 8) にも言及してい

るように，近似的にも反映しないばかりでなく，

8)同じ内容の叙述は，マノレタス (11)s. 246にも存
在する。「個々 の場合には， 不変資本の価値は変
わらないか，または下がりさえしても，不変資本
の諸要素の量は増加するということさえもありう
るのである」。

逆向きにさえ「反映」する場合もありうる ζ と

を指摘しているからであるの。 むしろ， この場

合の，技術的構成の変化が価値構成に近似的に

「反映」するとL、う結論は，理論的に導き出さ

れたというよりは，上述の歴史的な事実から直

感的に導き出されたといった方がよさそうであ

る。とすれば， このような認識は，当時はとも

かくとして，その後の発達した資本主義にも一

般的にあてはまるとL、う保証が与えられている

わけではなし、。この「反映」の問題を，その後

の発達した資本主義をも視野に収めて考察する

場合には，なお次の点を考慮に入れなければな

らないであろう。すなわち，技術的構成の高度

化の価値構成への「反映」は，生産手段生産部

門の生産力のみならず，生産手段生産部門と生

活手段生産部門の生産力の較差によっても大き

く規定される。そこで，両者の生産力の較差が

問題となるが，生活手段の大部分を生産する農

業における生産力の上昇は， 自然的・技術的条

件や資本主義的土地所有関係によって制約され

るために，資本主義では一般的に工業における

それに比べて顕著な遅滞性をまぬがれなL、。し

かも，その後の資本主義の発展の中で，両者の

生産力の較差がますます拡大し，その結果，生

産手段の生活手段に対する相対価値が著しく低

下しつつあることを考慮に入れるならば，もは

や，技術的構成の変化が価値構成に近似的にせ

よ反映すると一般的にいうことは困難であるよ

うに思われる向。

9)熊谷氏は1"マルクスが自明的な事実として観察
したのはなによりも資本の技術的構成…ーにおけ
る生産手段の相対的増大であり，それが相殺的な
諸要因にもかかわらず，価値構成の高度化に反映
されると考えることについては，かくべつな理由
は示されていなL、」と述べている。熊谷 (28J232 
頁参照。また， 玉野井氏も次のようにし、う。「労
働力にたし、する生産手段の比率が増大するにつれ
て資本の価値構成が増大するというのは， けっし
て自明の命題ではなし、J(玉野井 (19)333頁〉。

10)置塩信雄氏は，有機的構成の近似的な指標として
資本係数をとり，それが傾向的な上昇運動を示し
ていないことを根拠に，技術的構成の上昇にもか
かわらず有機的構成は上昇傾向を示さなかったと
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111 技術的婿成の変化と指数問題

資本の有機的構成概念の難点は以上に尽きる

ものではない。「技術的構成によって規定され，

その諸変化を反映する限りにおいての資本の価

値構成」という場合の，技術的構成の「諸変化」

にも，実はきわめてやっかし、な問題が含まれて

いるのである。この点は，かつて熊谷尚夫氏と

富塚良三氏との間で、行われた，いわゆる熊谷一

富塚論争11)の中でも言及されているので，両氏

の主張を手掛りにして， 本章では， 1"技術的構

成の変化」と指数問題について考察することに

したい。

まず熊谷氏は，次のように「技術的構成の変

化」を批判する。

「資本の異なった「技術的」構成を比較すること

は，生産物の種類と品質，生産手段の素材とデザイ

ン，および労働の品質がまったく同一であるという，

きわめて特徴的な場合のほか厳密な意味をもちえな

いJ(熊谷 (28J245頁〉。

「たとえば.運輸事業において汽船が用いられる

場合と航空機が用いられる場合とのいずれが「技術

的」構成が高度であるかといった類の問題は，それ

に答える操作が指示されえないという点で無意味な

問題であるJ(向上248頁〉。

これに対して富塚氏は次のように反論する。

「……その「困難」とは，要言すれば.異質的な

使用価値は相互に量的に比較することができないと

いうにすぎないのであるから，技術的構成と価値構

成との統ーとして資本構成をとらえるマルクスにお

いては.そうした「困難」は当初から避けえている

とみなすことができる。〔むしろ， そうした困難を

意識すればこそ，二重の概念規定が採られたのであ

った)J(富塚 αOJ381頁〉。

結論しその理由を，現代資本主義における技術
的構成と価値構成の鶏離の大きさに求めている。

置塩 (23J，(24J， (25J， (26J参照。なお，置塩
説の問題点については，さしあたり松本有一 (27J
を参照されたい。
11)この論争における熊谷氏の主張は大筋においてロ
ビンソン (12Jに基づいてL、る。

要するに，熊谷氏は， 1"技術的構成の変化」と

いっても，相互に比較すべき生産手段や労働が

質的に異なる場合，すなわち，生産手段の素材

やデザイン，生産物の種類や品質，労働の質が

異なる場合には，それに必要な操作が指示され

ない限り，両者を比較することは困難であると

主張している 12)のに対して，富塚氏は，それが

困難であるからこそ1"技術的構成と価値構成

との統一」として「二重の概念規定」がとられ

ていると述べて，マルグスの有機的構成概念を

擁護しているのである。

だが，富塚氏の反論は必ずしも的を射たもの

とはいえないであろう。 というのは， 1"技術的

構成と価値構成との統ーとして資本構成をとら

える」といっても，熊谷氏にとっては，まさに，

この「統一」の具体的な方法こそが問題だった

からである。この場合の「統一」とは， 1"技術的

構成によって規定され，その諸変化を反映する

限りにおいての資本の価値構成」のことにほか

ならなL、から，二つの構成を「統一」する具体

的な方法としては，次の二つのノレートが考えら

れよう。一つは，マルクスの有機的構成概念に

したがって，最初に何らかの方法で技術的構成

を比較して，その変化を確認した上で，次にそ

れぞれの技術的構成を価値構成に還元して両者

を比較するルートであり，他の一つは，異質な

生産手段の比較は困難であるという理由で，そ

れを断念して，最初から技術的構成を価値構成

に置き替えて比較するルートである。富塚氏は

どちらのルートを考えているのか必ずしも明ら

かではないが，異質な使用価値の比較の困難性

を認めているのであるから，恐らく後者であろ

う。わが国のマルクス経済学でも，一般的には

第2のルートがとられているといってよい問。

では，マルクスが「技術的構成によって規定さ

12)スティードマンも同じ趣旨の発言をしている。ス
ティードマン (15Jp. 133参照。
13)たとえば，大内力氏も，異質な生産手段の比較の
困難性を強調して次のようにいう。「この技術的
権成なるものは， もともと生産手段のほうが多種
多様の使用価値からなり立っているのだから，数
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れ，その諸変化を反映する限りにおいての資本

の価値構成」とL、う場合，具体的にはどちらの

ノレートを採用しているのであろうか。いいかえ

れば，技術的構成を価値構成に「反映」させる

前に， r技術的構成の変化」を確認しているの
であろうか。また，もし素材やデザインが異な

る生産手段を比較しているとすれば，そのため

に必要な操作が示されているのであろうか。

『資本論』仏語版の「一般的法則」の叙述にし

たがって， これらの点を確かめておくことにし

よう。

「技術的構成の変化」のマルクスによる具体

的なイメージは次のようである。

「機械，建物，炉，排水装置，鉱物性肥料などのよ

うな生産手段は，労働を一層生産的にするために，数

や規模や総量や効率を増大する…..・J(C8) p. 273)。

「……この工程は，パドル法と呼ばれ，特殊な構

造の炉のなかで鋳鉄を精練するものであり，溶鉱炉

の大拡張，熱風供給装置の使用など，要するに，同

じ労働量によって使用される労働手段や原料を著し

く増大させた…...J(Ibid.)。

1".'・H ・金属工業の多くの部門で用いられる，より

巨大な溶鉱炉や，より重い蒸気ハンマーや，より強

力な圧延機や，より巨大な道具が，ほとんど毎年の

ように誕生するJ(C 8) pp. 273-274)。

ここであげている「より巨大な溶鉱炉j，rよ
り重い蒸気ハンマーj，rより強力な圧延機j，
「より巨大な道具」等の素材やデザインが，以前

のそれらと全く同一で、あるとは考えにくし、。し

たがって，厳密にいえば，ここで相互に比較さ

れている生産手段の素材やデザイン，生産物の

種類や品質，それに労働の質が異なっているこ

とは明らかであろう。にもかかわらず，異質な

ものをどのように指数化するかについて何ら言

及することなく， r労働手段と原料との総量が，
それらを使うのに必要な労働力の総量に比べて

量的には表示しようのないものである。そこでマ
ルクスは， こういう技術的構成を反映した限りで
の価値構成，すなわち不変資本と可変資本との比
率を資本の有機的構成-ーと呼んで区別してい
るJ(大内 (22J364頁〕。

ますます増大するj((8J p. 274) というよう

に，いつの間にか，生産手段の質的変化を量的

変化に還元しているのである。では，こうして

「確認」された「技術的構成の変化」を，具体

的にどのような方法で価値構成に「反映」させ

ているのであろうか。この点については，続く

パラグラフで次のようにいう。

「資本の技術的構成のこうした変化は，資本の価

値構成に，資本の可変部分を犠牲にする資本の不変

部分の累進的増大に反映する。たとえば，蓄積が停

滞した時期には，資本価値の50%が生産手段に， 50 

%が労働に変換したとすれば，蓄積が一層前進し

た時期には，資本価値の80%が生産手段に，わずか

20%が労働に支出されるであろうというように」

CIbid.)。

要するに，最初に「変化」を「確認」した二

つの技術的構成をそれぞれ価値構成に還元して

相互に比較しているにすぎない。したがって，

『資本論』第 I部の「一般的法則」では，まず

異質な生産手段と労働者数の物的比率を相互に

比較して r技術的構成の変化」を「確認」し
た上で，次に，それぞれの技術的構成を価値構

成に置き替え，それらを比較するという第1の

ルートがとられているといってよい。これが，

『資本論』第 I部の「一般的法則」における

「技術的構成と価値構成との統一」の具体的な

方法である。だが，種類も品質も異なる生産手

段を量的に比較するためには，何らかの基準が

示されなければならない。にもかかわらず，そ

うした必要な操作が何ら指示されていないとす

れば，第1のルートは，出発点においてつまづ

いているといわざるをえない。熊谷氏の批判は

まさにこの点を突いたものであった。

では，異質な生産手段の比較は困難であると

いう理由で，技術的構成を直接比較することを

断念して，直ちに価値構成に還元して比較する

第2のルートはとりえないのであろうか。確か

に， この方法によれば，わずらわしい指数問題

から開放されるであろう。だが，第2のルート

を「一般的法則」に適用することはできなし、。
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というのは，技術的構成を比較せずに，それを

直ちに価値構成に還元して比較するならば，技

術的構成は価値構成の背後に隠れてしまい，技

術的構成が変化したかどうかは不明とならざる

をえないからである。すでに前章で指摘したよ

うに， r一般的法則」で、は，技術的構成が規定的
要因であり，その比較こそが重要で、あった。第

2のノレートをとることによって r資本の有機
的構成の本来の基礎J((l1J s. 154)である技
術的構成が価値構成の背後に消え去ってしまう

、とすれば， r一般的法則」にこの方法を採用す
ることは不可能であろう。

しかしながら，第2のルートが『資本論』と

は無縁の「統一」方法であるというわけではな

い。実はマルクスも， w資本論』第E部の生産

価格論では，第2のノレートを採用しているので

ある。だが，同じ有機的構成を分析用具として

用いても，社会的総資本の構成を異時点間で比

較して労働力の需要の変化を問題にする「一般

的法則」と，同時に相並んで存在する諸資本の

有機的構成の相違に注目して，いろいろな生産

部門の利潤率を比較する生産価格論とでは，理

論構造が全く異なっている。両者のこのような

相違は，以下にみるように w資本論』第 I部

と第皿部の有機的構成概念の徴妙な違いとなっ

て現れている。

く第I部の有機的構成概念>r資本の技術的構成
によって規定され，その諸変化を反映する限りにお

いての資本の価値構成を，私は資本の有機的構成と

名づけるJ((9) s. 640)。

く第E部の有機的構成概念>r資本の価値構成が
資本の技術的構成によって規定され， またこれを反

映する限りにおいて，われわれは，この価値構成を

資本の有機的構成と名づけるJ((11J s. 155)。

みられるように，第 I部では，技術的構成の

「諸変化を反映する限り」と明記されているの

に対して，第E部では，この「諸変化」が削除

され，単なる技術的構成を「反映する限り」に

訂正されている。両者におけるこのような相違

は，同一資本の技術的構成の呉時点聞における

タテの変化が重要である「一般的法則」と，同

一時点でヨコに並べた諸資本の有機的構成の相

違を重視する生産価格論との視点の違いを現し

ているといえよう 14)。換言すれば，同時に相並

んで存在する複数の資本の有機的構成を比較す

る生産価格論では，時間的に相次いで起きる技

術的構成の「変化Jは，そもそも問題となりえ

ないのである。したがって， r技術的構成と価
値構成との統一」といっても，第 I部の「一般

的法則」と第E部の生産価格論では，具体的な

「統一」の方法が全く異ならざるをえない。先

にみた第1のノレートは前者に，第2のルートは

後者にあたるものだったのである。とすれば，

富塚民の所説や通説は「一般的法則」と生産価

格論における「統一」の違いを看過し，本来，

生産価格論で用いられるべき第2のルートを，

「一般的法則」に適用していることになるであ

ろう。だが，それは不可能であった。こうして

再び第1のルートに戻らざるをえないが，そこ

には指数問題というやっかし、な問題が残されて

いた。いずれにしても，社会的総資本のタテの

比較では指数問題が未解決のまま残されている

のである。

それでは，マルクスは，なぜ指数問題に言及

することなく，異質な生産手段を比較すること

ができたのであろうか。それには次のような理

由が考えられよう。

一つは， w資本論』第 I部の理論構造である。

『資本論』第E部では，生産手段生産部門と生

活手段生産部門の二部門に分けて再生産表式を

構築し，また第E部では，有機的構成の異なる

五つの生産部門の存在を前提にして生産価格論

を展開しているように，マノレクスは決して生産

手段が質的に異なる複数の生産部門の存在を知

らなかったわけではない。だが，第 I部では，

「全ての生産部門の平均構成の総平均は，われ

われに一国の社会的資本の構成を与えるJ((9J 

14) r有機的構成はとくに利潤率の規定要因として，
技術的構成は労働力需要の規定要因としてそれぞ
れ問題にされるJ(玉野井他(18)244頁〉。
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s. 641)と述べているように， マクロ的に集計

された社会的総資本の構成が問題にされている

のである。このように，一社会一生産部門を前

提するならば，技術的構成の比較は，はるかに

やり易くなるであろう 15)。

次に考えられるのは，当時の単純な産業構造

と技術の構造である。『資本論』の背景となっ

た19世紀中葉のイギリスにおける基軸産業は綿

工業であり，当時の綿工業では，紡績業におい

ても織布業においても，原料(綿花，綿糸)，

機械(紡錘，織機)，それに労働の変異は，それ

ほど大きくなかったといってよL、。 というの

は， ジェニー紡績機，水力紡績機， ミュール紡

績機，力織機などのように， さまざまな改良を

加えられた新しい機械が出現したにもかかわら

ず，糸を紡ぎ，布を織るという基本的な原理は

ほとんど変わっていなし、からである 16)。このよ

うな時代的環境の下では，生産手段と労働者数

の物的比率を技術的構成の形で指数化Lて表わ

すことは，今日よりもはるかに容易であったに

違いなL、17)。

しかしながら，その後の資本主義の発展は，

15)ブローグは， マルクスによるこのような操作を評
して次のようにしづ。「彼は「多数生産物・単一
生産方法」の仮定とでもいうべきものによる単純
化を発明したことになるJ(ブローグ (14J邦訳

80頁〉。
16)ディーン (33J，内田 (34J参照。
17)指数問題にふれることなく，異質の使用価値を比
較計量するこのような例は w資本論』およびそ
の草稿にしばしばみられるが，最も典型的なのは，
労働力の価値規定における次の叙述である。「か
りに，労働力の生産に毎日必要な商品の量をAと
し，毎週必要な商品の量をBとし，毎四半期に必
要な商品の量をC，等々とすれば，これらの商品

365A +52B+4C+etc 
の一日の平均時 --~3百一一一一ーであろ

うJC( 9 J s. 186)。だが，米であればグラム，石
油であればリットル，電力であればワット，衣服
であれば着……というように，質も単位も異なる
多種多様な生活必需品を，物量的に集計すること
はもともと困難である。こうした例は，マノレタス
が， もともと指数問題にそれほど大きな関心を抱
いていなかったことを示しているように思われ
る。なお，この点、については，平瀬 (32J63頁参

照。

技術の継続的な進歩や部分的改良にとどまら

ず，原理的・根本的に異なる新しい技術体系を

次々と生みだしてきており，現代では，同一生

産部門内部でも，異時点聞においては，生産物

の種類や品質，生産手段の素材やデザイン，そ

れに労働の質が著しく異なっているのが一般的

傾向である。さらに産業構造も一段と高度化

し，また重化学工業にみられるように， きわめ

て複雑で巨大な機械装置も数多く出現してい

る。したがって，現代資本主義では，指数問題

に言及せずに技術的構成の比較を行うことはも t

はや不可能であるばかりでなく，複雑で巨大な

機械装置を含む生産手段と労働者数の物的割合

を技術的構成として単純に表現すること自体が

きわめて困難になりつつあるように思われる。

結びにかえて

これまで三章にわたって，技術的構成と価値

構成の関係を中心に，資本の有機的構成概念を

検討してきた。以下では，各章で明らかにした

主な内容を今一度要約して，結びにかえること

tこし7こし、。

第1章では， ~資本論』現行版でみられるよ

うな資本の有機的構成概念，すなわち「技術的

構成によって規定され，その諸変化を反映する

限りにおいての資本の価値構成」は，草稿『労

賃』以来，約30年の歳月を費やして， ~資本論』

仏語版でようやく完成したことを論証した。

続く第2章では，マルクスは，技術的構成の

変化が価値構成に反映する場合に考察対象を限

定しているが，生産手段生産部門における生産

力の上昇，または農工間における生産力の較差

の程度如何によっては， I反映」しない場合や

逆向きにさえ「反映」ずる場合が生じえ， した

がって，一般的に，技術的構成の変化が価値構

成に反映するということは困難であることを明

らかにした。

最後に第3章では， これまでマルクス経済学

では， I技術的構成と価値構成との統一」である
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資本の有機的構成を分析用具として使用する限

り，指数問題は障害にならないと考えられてき

たが，同じ資本の有機的構成を分析用具として

用いているにもかかわらず，技術的構成が規定

的要因である「一般的法則」と有機的構成が規

定的要因である生産価格論では，両者の「統一」

方法が全く異なっていること，そして同一資本

の技術的構成に時間的に相次いで生じる変化を

重視する「一般的法則」では，技術的構成の比

較が不可欠であり，そのためには，異質な生産

手段を指数化するのに必要な操作が加えられな

ければならないことを指摘した。

以上のように，資本の有機的構成の概念規定

にはIt、くつかの難点が存在しているのである

が，それらは，ー技術的構成の価値構成への「反

映」にしても，技術的構成の「変化」にしても，

『資本論』執筆当時はそれほど大きな問題にな

らなかったといえよう。というのは，マルクス

も指摘しているように，当時のイギリスにおけ

る基軸産業である綿工業では，技術的構成の「変

化」は「近似的にせよ」まだ価値構成に「反映」

していたし，また，当時の単純な産業構造と技

術構造の下では，生産手段と労働者数の割合

を，技術的構成という形で単純に表現しまた

それを比較することは今日よりもはるかに容易

であったと考えられるからである。だが，その

後の資本主義の発展に伴う生産手段生産部門に

おける著しい生産力の上昇および農工聞におけ

る生産力の較差の拡大によって，一般的に，技

術的構成の変化が価値構成に「反映」するとは

いえなくなってきたばかりでなく，産業構造と

技術の構造も，技術的構成の単純な表現と比較

をもはや許さないほどまでに高度化・複雑化し

てきたので、ある。以上から，資本の有機的構成

は，当時の時代的環境の下において初めて有力

な分析用具たりえたのであって，時代的環境が

大きく変化した現代資本主義の分析に，マルク

スによる概念規定に何の改良も加えることなし

に資本の有機的構成を使用することは不可能で

あることが明かであろう 1830

ところで，近代経済学は，指数問題にきわめ

て慎重に取り組んできており， これまで，問題

解決のための試案が数多く提起されてきた。技

術的構成の「変化」に対する批判が，マルクス

経済学者よりも，むしろ近代経済学者の方から

ょせられているのも， この理由によるものと思

われる。しかも，近代経済学では，技術的構成

と類似の概念である資本・労働比率または労働

装備率と呼ばれる分析用具が広く用いられてい

ることも周知の通りである。価値構成はもはや

技術的構成の変化を示す指標とはなりえず，ま

た，技術的構成には指数問題が未解決の問題と

して残されているとすれば，近代経済学におけ

るこれらの試みは，本稿で浮き彫りとなった問

題の解決にとって多くの示唆を与えてくれるよ

うに思われる。実際，内外の研究者によって，

近代経済学の成果を取り入れた，資本の有機的

構成の代案が数多く発表されているが，それに

はまだ多くの未解決の問題が残されているとい

ってよい。それらの代案の検討は稿を改めて行

うことにしたし、。

18)宇野弘蔵氏は，原理論・段階論・現状分析を厳密
に区別しながら，帝国主義論でも(さらには最近
の宇野理論では)現代資本主義論でも，原理論と
同じ資本の有機的構成を分析用具として用いてい
る。たとえば，馬場宏二氏は，現代資本主義論を
展開する際に，宇野氏の『経済政策論JlC35Jを
高く評価して次のようにしづ。「金融資本のもと
では，原理論の好況期にみられる資本構成不変の
いわゆる横の拡大と，不況期にみられる構成を高
度化するいわゆる縦の深化とがいわば同時的に起
こりうるものとされたJ(馬場 (36J33頁〉。だが，
「反映」や「変化」の問題を考慮に入れて，なお
かっこのようにいうことができるか疑問である。
また，ギルマン C37J以来， さまざまな統計数値
を操作して，現代資本主義における有機的構成の
値を求める試みが行われているが， 同様に， r反
映」や「変化」の問題を考えると，そのような研
究はそれほど意味があるとは思えない。その最新
の試みとしては C38J，C39Jがある。
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